
　　　　    〒900-0037　那覇市辻三丁目1番40号
ＴＥＬ（098）988-6301　ＦＡＸ（098）988-6302 　Mail:info@nonrisk.co.jp

受付期間： 7月31日～1月29日（予算額に達し次第、終了致します）

（省エネ法による書類支援致します）

当協議会は費用対効果を重視し、あらゆる技術、ノウハウ、
アイディアを結集し、中小企業などの皆様の発展と同時に地
球環境を守るため二酸化炭素の排出削減に貢献致します。

一般社団法人沖縄CO2削減推進協議会

事業推進責任者：

受付：

座安　海斗　　担当：石垣、親田、下田

金城、上原

　　省エネルギー相談地域プラットフォーム事業者

◎光熱水費削減保証サービス支援事業
（設備の更新費用を削減金額で賄い削減メリットを保証します）

◎設備更新時の補助金申請支援事業
（各省や沖縄県への削減試算から申請まで支援致します）

◎エネルギー見える化支援事業
（デマンド監視装置で基本料金削減、ＥＭＳにより使用量削減）

◎環境関連支援事業

本事業は経済産業省補助事業です。

経済産業省省エネ相談地域プラットフォーム

一般社団法人沖縄CO2削減推進協議会

対象設備一例

高効率空調
LED

高効率ボイラ 高効率冷凍冷蔵

インバーター
ポンプ変圧器

現場調査診断が無料

潜熱回収

給湯器

高効率冷凍
LPガス等空調

設備導入の補助金を活用する場合、各補助金によって、諸条件があります。

※このリーフレットは経済産業省の補助事業で費用を賄っております。

自治体協力事業者：沖縄県、鹿児島県、宮崎県、大分県、

熊本県、長崎県の各環境担当部署

【ZEBプランナー・環境省診断機関・エネマネ事業者】

HP:www.nonrisk.co.jp/

EMS（エネルギー見える化）

全熱交換器

太陽光発電
燃料電池蓄電池

断熱材 複層ガラス



中小企業等で活用できる補助金紹介（一部で公募期間は想定を含みます）

所管

※1、ZEB実現に向けた先進的省エネルギー建築物実証事業です。 ※3、エネルギー使用合理化等事業者支援事業です。

※2、レジリエンス強化型 ZEB 実証事業 です。 ※4、その他補助事業は多数あります、協議会HPにて確認下さい。

2/3(中小企業）
（以外1/2）

全国石油商業組合連合
会

（一社）環境共創イニシ
アチブ（SII）

エネ合補助事業
（※3）

事業者単位

エネマネ活用

設備単位

災害時石油タンク補助金

（一社）静岡県環境資源
協会（SERA）

2千㎡未満3億円（新築は3万
円/㎡）、2千㎡以上5億（新
築のみ、自治体は既設も対

象）

各県内（離島を含む）の中小企業等や個人事業者様の省エネの相談や現場調査診断など、きめ細やかな支援を無料にて行います。

対象事業者 補助対象設備

一次5月上旬～
6月中旬

断熱、Low-Eガラス、空
調、給湯、換気、変圧器、
BEMS（必須）、太陽光、
蓄電地（実証ZEBの省エ
ネ率75％以上、レジリエ
ンスZEBは必須）、BELS
表示費用など

石油製品容器、発電機、
燃焼機器

・新築の事務所、ホテル、
病院、飲食などで1万㎡
未満の建物。
・既設は上記の施設で2
千㎡未満の建物。
・新築、既設の自治体が
所有する上記の施設（面
積要件なし）

省エネ率50％以上、ZEB
プランナーの関与、ZEB
リーディングオーナー登
録

一次4月中旬～
5月下旬

石油製品を確保し、医療
施設や避難所等の機能

を維持するなど。

一次6月下旬～
8月下旬

災害等発生時に避難所
に

なり得る施設等

補助率

省エネ率50％以上1/3、
75％以上1/2、100％以上
2/3（新築2千㎡未満は3

万円/㎡）

実証ZEB（※1）

レジリエンスZEB（※2）
上記に加え避難場所認
定予定、浸水被害危険地
域による処置済みなど。

3分の2

要件 公募期間補助金名 執行団体 補助金上下限

経産省

環境省

5月中旬～6月下旬

空調、給湯、冷凍冷蔵設
備、変圧器など

高効率設備

省エネ率5％以上（エネマ
ネ活用はEMS設置と2％

削減が必須）
省エネ設備

中小企業1/3
（以外1/4）

中小企業1/2
（以外1/3）

設備の3分の1

全業種（中小企業優先）

中小企業のみ

石油製品容器（1000万円）
容器込み発電機（5000万円）

下限100万円

100万円以上3億円/年、エネ
マネ事業1億円/年

2千㎡未満3億円、2千㎡以
上5億（新築のみ、自治体は

既設も対象）

30万円以上3千万円以下

∞こんな悩みを無料にて解決いたします∞∞∞

・省エネは、したいがどうすれば良いか分からない。

・自社の設備が省エネできるか調査してもらいたい。（計測し診断）

・どこに無駄があるか調べてもらいたい。

・お金をかけずに省エネがしたい。

・実行しやすく分かり易い提案がほしい。

・安心できて安い省エネ商品を紹介してもらいたい。

・省エネ設備にしたいが資金が足りない。

・提案時の削減金額を明確に提示してほしい。

・自社に合った補助金が有れば教えてもらいたい。

・得しそうな方法が、あれば教えてほしい。

・更新したが確認や検証をしてほしい。

・更新したが不具合があり見直し提案をしてもらいたい。

・お金を掛けて高度な設備投資の提案がほしい。

・その他省エネや経営上に関すること。

※相談や調査提案後の実行は義務ではありませんが、実行し易い提案

を提出しますので、どうぞ実行されます様お願い致します。

対象事業者は中小企業及び個人事業者、又は、エネルギー使用量（原油換算）が

1500ｋL未満（中小企業以外も可能）の事業所。
専門家の支援派遣

回数は15人回を上

限


